
JP 2012-201734 A 2012.10.22

10

(57)【要約】
【課題】　ＶＯＣを低減させた水系粘着剤を使用した際にも、偏光フィルムへの好適な接
着性を有し、かつ、着色インキ層を有する支持体に対する好適なアンカリング性により好
適なリワーク性を有する偏光フィルム固定用着色粘着テープを提供する。
【解決手段】　着色層が設けられた支持体の着色層表面に粘着剤層を有し、粘着剤層が水
分散型アクリル系粘着剤組成物から形成される粘着剤層であり、アクリル系共重合体が、
２－エチルヘキシルアクリレート、カルボキシル基含有モノマー、および、窒素含有ビニ
ルモノマーをモノマー成分として含有し、モノマー成分中の炭素数４～８のアルキル基を
有する（メタ）アクリレートの含有量が５０～９８質量％、カルボキシル基含有モノマー
の含有量が１～１０質量％、アミド基を有する窒素含有ビニルモノマーの含有量が０．１
～５質量％である偏光フィルム固定用着色粘着テープにより好適な接着性及びリワーク性
を実現できる。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
画像表示装置の偏光フィルムを固定する偏光フィルム固定用着色粘着テープであって、着
色インキからなる着色層が設けられた支持体の着色層表面に粘着剤層を有し、前記粘着剤
層が、水性媒体中にアクリル系共重合体エマルジョン粒子が分散した水分散型アクリル系
粘着剤組成物からなる粘着剤層であり、
　前記アクリル系共重合体エマルジョン粒子を形成するアクリル系共重合体が、炭素数４
～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレート、カルボキシル基含有モノマー、および
、窒素含有ビニルモノマーをモノマー成分として含有し、
　前記炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートとして２－エチルヘキシ
ルアクリレートを含有し、
　前記アクリル系共重合体を形成するモノマー成分中の炭素数４～８のアルキル基を有す
る（メタ）アクリレートの含有量が５０～９８質量％、カルボキシル基含有モノマーの含
有量が１～１０質量％、窒素含有ビニルモノマーの含有量が０．１～５質量％であること
を特徴とする偏光フィルム固定用着色粘着テープ。
【請求項２】
前記着色層が、ポリウレタン系樹脂をバインダー樹脂とする着色インキからなる請求項１
に記載の偏光フィルム固定用着色粘着テープ。
【請求項３】
前記ポリウレタン系樹脂が、ガラス転移温度が－３０～３０℃のポリエステルポリウレタ
ン樹脂であることを特徴とする請求項２に記載の偏光フィルム固定用着色粘着テープ。
【請求項４】
前記着色インキが、ブロッキング防止剤を含有する請求項１又は２に記載の偏光フィルム
固定用着色粘着テープ。
【請求項５】
前記２－エチルヘキシルアクリレートの含有量が、前記炭素数が４～８のアルキル基を有
する（メタ）アクリレート中の２０～９０質量％である請求項１～４のいずれかに記載の
偏光フィルム固定用着色粘着テープ。
【請求項６】
前記炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートとして、ｎ－ブチル（メタ
）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、
イソオクチル（メタ）アクリレート及びｎ－オクチル（メタ）アクリレートから選ばれる
少なくとも一種を含有する請求項１～６のいずれかに記載の偏光フィルム固定用着色粘着
テープ。
【請求項７】
前記アミド基を有する窒素含有ビニルモノマーが、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカ
プロラクタム、アクリロイルモルホリン、アクリロニトリル、アクリルアミド及びＮ，Ｎ
－ジメチルアクリルアミドから選ばれる少なくとも一種である請求項１～６のいずれかに
記載の偏光フィルム固定用着色粘着テープ。
【請求項８】
前記カルボキシル基含有モノマーとして、アクリル酸及びメタクリル酸を含有し、アクリ
ル酸とメタクリル酸の含有量の比が、（メタクリル酸／アクリル酸）で表されるモル等量
比で１．３以上である請求項１～７のいずれかに記載の偏光フィルム固定用着色粘着テー
プ。
【請求項９】
請求項１～８のいずれかに記載の偏光フィルム固定用着色粘着テープにおいて、着色イン
キからなる着色層が、黒色の着色インキからなる遮光層であることを特徴とする遮光テー
プ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、着色インキからなる着色層を有する支持体に、アクリル系共重合体エマルジ
ョン粒子が水系媒体中に分散した水分散型アクリル系粘着剤組成物からなる粘着剤層が設
けられた偏光フィルム固定用着色粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　着色粘着テープは、装飾、表示、隠蔽、反射、遮光等の目的で、各種産業分野にて利用
されている。なかでも軽薄短小化の要請が高い携帯電話等の小型電子端末の画像表示装置
においては、表層に偏光フィルムが設けられた画像表示パネルやバックライトモジュール
の固定に際し、これら部品を固定する性能と同時に、黒色着色による遮光効果や、白色着
色による輝度の向上、光の効率利用による消費電力の低減の効果を有する着色粘着テープ
が使用されている（例えば、特許文献１～２参照）。
【０００３】
　画像表示装置の画像表示パネルやバックライトモジュールの固定に使用される着色粘着
テープには、使用時にパネルの脱落等が生じない良好な接着性に加え、製造不良時や修理
時に一旦貼り合わせた部品をはずしてリペア作業行う際に剥離できる良好なリワーク性が
必要となる。このような要請に対し、良好な接着性やリワーク性を実現した着色粘着テー
プが実現されている（例えば、特許文献３～４参照）。
【０００４】
　一方、環境への配慮から、近年では、これら画像表示装置の周辺材料においても、ＶＯ
Ｃ（揮発性有機化合物）を低減させた材料への移行が望まれており、着色粘着テープの粘
着剤層においても溶剤系粘着剤から水系粘着剤への転換が期待されている。しかし、水系
粘着剤への転換に際しては、画像表示パネルやバックライトモジュールへの好適な接着性
が得られない場合や、着色インキ層からなる着色層を有する支持体への好適なアンカリン
グ性が得られない場合があり、画像表示装置周辺部材への接着性と、リワーク性を兼備す
ることが困難であった。
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－１５６０１５号
【特許文献２】特開２００６－２５９４９５号
【特許文献３】特開２００５－２００４９８号
【特許文献４】特開２００５－２７５０５３号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明が解決しようとする課題は、ＶＯＣを低減させた水系粘着剤を使用した際にも、
偏光フィルムへの好適な接着性を有し、かつ、着色インキ層を有する支持体に対する好適
なアンカリング性により好適なリワーク性を有する偏光フィルム固定用着色粘着テープを
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明においては、画像表示装置の偏光フィルムを固定する偏光フィルム固定用着色粘
着テープであって、着色インキからなる着色層が設けられた支持体の着色層表面に粘着剤
層を有し、前記粘着剤層が、水性媒体中にアクリル系共重合体エマルジョン粒子が分散し
た水分散型アクリル系粘着剤組成物から形成される粘着剤層であり、前記アクリル系共重
合体エマルジョン粒子を形成するアクリル系共重合体が、炭素数４～８のアルキル基を有
する（メタ）アクリレート、カルボキシル基含有モノマー、および、窒素含有ビニルモノ
マーをモノマー成分として含有し、前記炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アク
リレートとして２－エチルヘキシルアクリレートを含有し、前記アクリル系共重合体を形
成するモノマー成分中の炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートの含有
量が５０～９８質量％、カルボキシル基含有モノマーの含有量が１～１０質量％、アミド
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基を有する窒素含有ビニルモノマーの含有量が０．１～５質量％である偏光フィルム固定
用着色粘着テープにより、上記課題を解決できる。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープによれば、ＶＯＣを低減させた水系粘着剤
層を使用しながらも、従来の溶剤系粘着剤を使用した粘着テープと同等以上の対偏光フィ
ルム接着性やリワーク性を実現できる。このため、優れた環境対応性と高機能性が要求さ
れている画像表示装置の偏光フィルム固定用途、特に、携帯電話等の小型電子端末に使用
される液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置等の偏光フィルム固定用途に好適に適用できる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープは、画像表示装置の偏光フィルムの固定に
用いられる着色粘着テープであり、着色インキからなる着色層を有する支持体の着色層表
面に粘着剤層が設けられた着色粘着テープである。そして、着色層表面に設けられる粘着
剤層が、水性媒体中にアクリル系共重合体エマルジョン粒子が分散した水分散型アクリル
系粘着剤組成物から形成される粘着剤層であり、アクリル系共重合体エマルジョン粒子を
形成するアクリル系共重合体が、炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレー
ト、カルボキシル基含有モノマー、および、窒素含有ビニルモノマーをモノマー成分とし
て所定量含有し、炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートとして２－エ
チルヘキシルアクリレートを含有する。
【００１０】
［支持体］
　本発明に使用する支持体は、着色層を有する支持体であり、着色層が着色インキからな
る着色層である。当該着色層に使用する着色インキは画像表示装置周辺部材固定用に使用
される遮光テープや光反射テープ等の着色テープに使用される着色インキを適宜使用でき
る。なかでも、着色層のハロゲン含有量が０．３質量％以下、好ましくは０．０５質量％
以下であり、ハロゲンを実質的に含有しないものが特に好ましい。このような、ハロゲン
含有量を低減した着色層は、バインダー樹脂として塩酢ビ系樹脂等のハロゲンや硫黄を含
有する樹脂を使用しない着色インキを使用するため、特に粘着剤層のアンカリングが得ら
れ難いため粘着剤層の接着力が高くなるとリワーク性が得られ難いが、本発明においては
、当該ハロゲン含有量の低い着色層であっても好適な接着性とリワーク性とを実現できる
。ここで、ハロゲン含有量は、蛍光Ｘ線で分析したときの検出量である。たとえば、蛍光
Ｘ線の分析装置としてはＲｉｇａｋｕ社製「ＺＳＸ　Ｐｒｉｍｕｓ」、「ＺＳＸ　Ｐｒｉ
ｍｕｓII」等が挙げられる。
【００１１】
　着色層としては、バインダー樹脂として塩酢ビ系樹脂等のハロゲンや硫黄を含有する樹
脂を使用しない着色インキからなるインキ層を好ましく使用できる。このようなバインダ
ー樹脂としては、例えば、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、アク
リル樹脂、ニトロセルロースなどが使用できる。そのなかでも、粘着剤層との密着性及び
着色層を積層する樹脂フィルムとの密着性からポリウレタン樹脂を好ましく使用でき、ポ
リエステルウレタン樹脂を特に好ましく使用できる。
【００１２】
　バインダー樹脂としてポリエステルウレタン樹脂を使用する場合には、当該ポリエステ
ルウレタン樹脂のガラス転移温度が－３０℃～３０℃であることが好ましく、－２０℃～
３０℃であることがより好ましく、－１５℃～２５℃であることがさらに好ましく、－１
０℃～２５℃であることが特に好ましい。ポリエステルウレタン樹脂のｔａｎδのピーク
温度がこの範囲にあると、着色層が好適な柔軟性と硬さを持つため、リワーク時に着色層
のクラック発生によるチギレが特に生じにくく、また高温時のインキの流動によるハガレ
が発生しにくい。
【００１３】



(5) JP 2012-201734 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

　なお、ポリエステルウレタン樹脂のガラス転移温度は、下記にて測定される周波数１Ｈ
ｚでの動的粘弾性スペクトルのｔａｎδのピーク温度をガラス転移温度とする。
　バーコーターにてポリエステルウレタン樹脂を厚さ５０μｍに製膜する。次に試料長さ
２０ｍｍにカットした試験片（試料長２０ｍｍ、膜厚５０μ）を粘弾性試験機を用いて、
周波数１Ｈｚ、昇温時間３℃／１分の条件で－１５０℃から２５０℃までの貯蔵弾性率（
Ｇ’）と損失弾性率（Ｇ”）を測定する。損失正接ｔａｎδは、以下の計算式より算出す
る。
　　　　損失正接ｔａｎδ＝Ｇ”／Ｇ’
　粘弾性試験機としては例えば、セイコーインスツル社製ＤＭＳ２１０、ＤＭＳ２２０、
ＤＭＳ６１００等があげられる。
【００１４】
　着色層に使用する着色インキには、通常のインキに使用される硬化剤を含有するが、当
該硬化剤として、脂肪族または脂環族イソシアネート系硬化剤を含有することも好ましい
。ガラス転移温度が－３０℃～３０℃のポリエステルウレタンと、比較的柔軟な架橋構造
を形成する脂肪族または脂環族イソシアネートを架橋させることで、弾性率を制御しやす
く、高温でのインキの流動に起因するインキ界面と粘着剤界面の剥がれを抑制しやすくな
る。さらに好適な弾性率としやすいためリワーク時にインキ層のクラックが入りにくく、
テープのチギレが発生しにくい効果が得られやすくなる。
【００１５】
　脂肪族または脂環族イソシアネートとしてはヘキサメチレンジイソシアネート、ジシク
ロヘキシルメタンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、トリメチルヘキサメ
チレンイソシアネート、１，６，１１－ウンデカントリイソシアネート、リジンジイソシ
アネート、リジンエステルトリイソシアネート、１，８－ジイソシアネート－４－イソシ
アネートメチルオクタン、１，３，６－ヘキサメチレントリイソシアネート、ビシクロヘ
プタントリイソシアネートが用いられる。また、これらイソシアネートの三量体を好まし
く使用でき、そのなかでもジイソシアネートのアダクト体やビウレット体又はヌレート体
であることが好ましい。そのなかでもヘキサメチレンジイソシアネート又はイソホロンジ
イソシアネートのアダクト体、又はビウレット体又は、ヌレート体が弾性率を制御しやす
く好ましく、ビウレット体又はヌレート体が特に好ましい。硬化剤は単独で添加しても良
いし、２種類以上を添加しても良い。
【００１６】
　着色インキを着色するための着色剤としては、ハロゲンを含まない公知慣用の顔料や染
料を使用することができ、黒の場合はカーボンブラック、白の場合は酸化チタン、炭酸カ
ルシウム、硫酸バリウム、黄色の場合は黄色酸化鉄、赤の場合はべんがら、青の場合はシ
アニンブルー、銀の場合はアルミニウム粉、パールの場合は雲母チタン粉が、耐候性・耐
熱性・インキ樹脂に対する分散性から好ましい。着色層を遮光層とする場合には、黒色イ
ンキ層を形成できるものが好ましく、カーボンブラックが遮光性に優れるため好ましい。
また、着色層を光反射層とする場合には、白色インキ層を形成できるものが好ましく、酸
化チタンを好ましく使用できる。
【００１７】
　着色剤の添加量としては、用途等に応じて適宜調整すればよく、着色剤を含むインキ固
形分中の１０～７０％が好ましい。より好ましくは、４０～５０％である。１０％以上あ
れば、好適に遮光性を示し、７０％以下であれば、分散が良好となる。
【００１８】
　着色層を遮光層とする場合には、使用する着色インキ中に、ブロッキング防止剤を含有
することが好ましい。ブロッキング防止剤を含有することでブロッキングによるピンホー
ルの発生を抑制できる。ブロッキング防止剤としては、シリカ、炭酸カルシウム、リン酸
カルシウム、タルク等の粒子系ブロッキング防止剤や、ポリエチレンワックス（ＰＥワッ
クス）、脂肪酸アミド、脂肪酸エステル、高級脂肪酸等の有機化合物系ブロッキング防止
剤を使用することが好ましい。粒子系ブロッキング防止剤はインキ層表面に凹凸を形成し
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インキ面と背面の接触面積を減らすことでブロッキングを防止する。一方、有機化合物系
ブロッキング防止剤はインキ層表面にブリードアウトすることでブロッキングを防止する
。そのため、粒子系ブロッキング防止剤と有機化合物系ブロッキング防止剤を併用するこ
とが好ましい。特に粒子系ブロッキング防止剤としては粘着剤との密着性を向上させるシ
リカが好ましい。また有機化合物系ブロッキング防止剤としては粘着剤との密着性を大き
く低下させないＰＥワックスが特に好ましい。
【００１９】
　粒子径ブロッキング防止剤の添加量としては、インキ固形分に対して０．５～１０質量
％であることが好ましい。そのなかでも１～５質量％がより好ましい。０．５質量％以上
であれば好適にブロッキング防止の効果を発揮し、１０質量％以下であるとインキ皮膜が
脆弱化し、リワーク時にテープのチギレが生じやすい。一方、有機系ブロッキング防止剤
の添加量としては、インキ固形分に対して０．５～１０質量％であることが好ましい。そ
のなかでも２～７質量％がより好ましい。０．５質量％以上であれば好適にブロッキング
防止の効果が得られ、１０質量％以下であると粘着剤との密着性やリワーク性も良好とな
る。また、必要に応じてその他の各種添加剤を含有していてもよい。
【００２０】
　着色層の厚みは、所望の特性に応じて適宜調整すれば良い。例えば、着色層を遮光層と
する場合には、遮光性とテープ打ち抜き時の加工性の観点から、１～１０μｍが好ましく
、３～７μｍがより好ましい。なお、インキの厚みが厚いほど、リワーク性の観点からイ
ンキ層を低弾性率にすることが好ましい。
【００２１】
　また、着色層は単層でも良いが、所望の隠蔽性や光反射性、遮光性に応じて、２層以上
積層してもよい。特に着色層を遮光層とする場合には、遮光性の向上を図り、ピンホール
による光の漏洩を防止するため２層以上の着色層を設けることが好ましい。
【００２２】
　本発明に使用する支持体は、上記着色層を有する支持体であり、樹脂フィルム等の基材
の少なくとも一面に着色層が積層された支持体を好ましく使用できる。着色層を積層する
基材としては、粘着シートに使用される公知慣用の樹脂フィルムを用いることができ、例
えば、セロファン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ナイロン、ポリスチレン、ポリイミ
ド、ポリエステル等が挙げられる。なかでも、ポリエステルは、強度や絶縁性に優れるた
め好ましく使用できる。また、ポリエチレンテレフタレートはポリウレタン系樹脂を使用
したインキ層との密着性も良好なため好ましく使用できる。
【００２３】
　支持体となる樹脂フィルムの厚みとしては、６～１００μｍが好ましい。厚みが６μｍ
以上の場合は、剥離時にフィルムのキレが発生しにくく、１００μｍ以下の場合は、被着
体への貼付時にハガレが発生しにくい。さらに好ましくは、１２～５０μｍである。
【００２４】
　着色層を積層する樹脂フィルムは、樹脂フィルム自体が白色や黒色に着色されていても
よく、樹脂フィルムが光反射性を有する白色樹脂フィルムであると、ＬＣＤモジュール等
の画像表示部に使用する際に、画像表示装置の輝度を上げることができるため好ましい。
そのなかでも絶縁性・光拡散反射性を有する白色のポリエチレンテレフタレートが最も好
ましい。また樹脂フィルムが遮光性を有する黒色樹脂フィルムであると、画像表示装置の
コントラストを上げるために好ましい。そのなかでも、黒色のポリエチレンテレフタレー
トが優れた遮光性を付与できるため好ましい。
【００２５】
　本発明に使用する支持体は、表層の少なくとも一面に上記着色層が設けられた構成であ
れば特に制限されず、樹脂フィルムの一面のみに着色層を有する構成であっても、樹脂フ
ィルムの両面に着色層を有する構成であってもよく、使用目的に応じて適宜選択できる。
好ましい態様の例として、本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープを遮光反射テープ
とする際には、樹脂フィルムとして光反射性の白色樹脂フィルムを使用し、当該白色樹脂
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フィルム上に黒色インキを使用した黒色着色層からなる遮光層を設けた構成が、優れた光
反射性と遮光性とを兼備しやすいため好ましい。
【００２６】
　市販されている光反射性樹脂フィルムとしては、麗光社製３７Ｗ０１、３Ｍ社製ＥＳＲ
、東レ社製Ｅ２０＃３８、三菱化学ポリエステルフィルム社製Ｗ４００＃３８、帝人デュ
ポン社製テフレックスＦＷ２＃１３等が、厚みが薄く、反射性が高いため好ましい。
【００２７】
　樹脂フィルムへの着色層の積層は、公知慣用の印刷方式により印刷して積層できる。例
えば、凸版印刷、フレキソ印刷、ドライオフセット印刷、グラビア印刷、グラビアオフセ
ット印刷、オフセット印刷、スクリーン印刷等が採用できる。その中でも、グラビア印刷
が重ねてコートするのに適している。インキコートするフィルム面は、公知慣用の易接着
処理を施すのが好ましい。その中でもコロナ処理・プラズマ処理・プライマー処理から選
ばれる易接着処理が好ましい。
【００２８】
　本発明の着色テープを遮光テープ又は遮光反射テープとする場合には、支持体に１００
００ｃｄ／ｍ２の光を照射した時の光透過量が１ｃｄ／ｍ２以下であることが好ましく、
０．１ｃｄ／ｍ２以下であることがより好ましい。
【００２９】
［粘着剤層］
　本発明に使用する粘着剤層は、水性媒体中にアクリル系共重合体エマルジョン粒子が分
散した水分散型アクリル系粘着剤組成物を架橋して形成される粘着剤層である。そして、
アクリル系共重合体エマルジョン粒子を形成するアクリル系共重合体が、炭素数４～８の
アルキル基を有する（メタ）アクリレート、カルボキシル基含有モノマー、および、窒素
含有ビニルモノマーをモノマー成分として所定量含有し、前記炭素数４～８のアルキル基
を有する（メタ）アクリレートとして２－エチルヘキシルアクリレートを含有する。本発
明においては、上記支持体の着色層表面と積層する粘着剤層として、当該粘着剤層を使用
することで、粘着剤層を水系の粘着剤層とした場合にも、偏光フィルムとの好適な接着性
を実現できると共に、支持体と粘着剤層間のアンカリングが良好となり、好適なリワーク
性を実現できる。
【００３０】
　本発明においては、アクリル系共重合体のモノマー成分として、炭素数４～８のアルキ
ル基を有する（メタ）アクリレートを使用し、当該炭素数４～８のアルキル基を有する（
メタ）アクリレートとして２－エチルヘキシルアクリレートを含有する。２－エチルヘキ
シルアクリレートをモノマー成分として使用することにより、着色層との好適な密着性を
実現できることから、得られる粘着テープに好適なリワーク性を付与できる。また、２－
エチルヘキシルアクリレートを使用することで、粘着剤組成物に粘着付与樹脂を使用した
場合には、当該粘着付与樹脂との相溶性が向上しやすくなり、基材や被着体との密着性の
向上が得られやすくなる。
【００３１】
　また、２－エチルヘキシルアクリレートに併用して、２－エチルヘキシルアクリレート
以外の炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートを使用することで、リワ
ーク性を維持しながら強接着性を向上させることができる。２－エチルヘキシルアクリレ
ート以外の炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートとしては、ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリ
レート、イソオクチル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート等の（
メタ）アクリレートが使用でき、なかでも炭素数４～８のアルキル基を有するアクリレー
トモノマーを使用することが好ましく、特にｎ－ブチルアクリレートを好ましく使用でき
る。
【００３２】
　本発明においては、上記２－エチルヘキシルアクリレート及び炭素数４～８のアルキル
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基を有する（メタ）アクリレートの効果をより好適に発現するために、アクリル系共重合
体を形成するモノマー成分中の２－エチルヘキシルアクリレートを含む炭素数４～８のア
ルキル基を有する（メタ）アクリレートの含有量を、アクリル系共重合体を形成するモノ
マー成分中の５０～９８質量％とすることが好ましく、８０～９８質量％とすることが特
に好ましい。また、炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートのうち、２
－エチルヘキシルアクリレートと、２－エチルヘキシルアクリレート以外の他の炭素数４
～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレートの含有量の比が、（２－エチルヘキシル
アクリレート／他の炭素数４～８のアルキル基を有する（メタ）アクリレート）で表され
る質量比で９／１～２／８であることが好ましく、７５／２５～２５／７５であることが
特に好ましい。これらモノマー成分の含有量を当該範囲とすることで、好適な共接着性を
保持しつつ、経時で粘着剤と被着体との密着を抑制し易くなり、接着力が過度に上昇しに
くいため、経時でも好適なリワーク性を保持できる。
【００３３】
　本発明においては、アクリル系共重合体を形成する（メタ）アクリレートモノマーとし
て、上記以外の（メタ）アクリレートモノマーを併用してもよい。上記以外の（メタ）ア
クリレートモノマーとしては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート、等の（メタ）アクリレートモノマーを例示でき、これらの１種または２種以
上を併用することができる。なかでも、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート等の炭素数２以下のアルキル基を有する（メタ）アクリレートを併用すること
が好ましく、使用量としては１～１０質量％であることが好ましい。
【００３４】
　本発明においては、アクリル系共重合体エマルジョン粒子内や粒子間の凝集力を高める
ために、カルボキシル基含有モノマーを使用する。カルボキシル基含有モノマーとしては
、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、フタル酸、無
水フタル酸、クロトン酸等のカルボキシル基含有ビニルモノマーから選ばれる１種又は２
種以上を使用できる。なかでもアクリル酸、メタクリル酸は、カルボキシル基同士の相互
作用により凝集力を確保し易い、反応する架橋剤が多く凝集力を上げる手段が多い、後述
する窒素含有ビニルモノマーとの相互作用を発現できる等の利点を有するため好ましい。
　さらに、本発明においては、比較的親水性の高いアクリル酸と、アクリル酸よりも疎水
性の強いメタクリル酸を併用することで、アクリル酸は粒子表面近傍へ、メタクリル酸は
粒子内部に配向する傾向を示し、酸基がアクリル系共重合体エマルジョン粒子表面と内部
にバランスよく配置できる。粒子表面近傍の酸基の存在により、エマルジョン粒子間の凝
集力を確保でき、かつ、粒子内部に存在する酸基の存在によりエマルジョン粒子内部の凝
集力を向上させることができる。これにより、得られる粘着剤層は、凝集力の低い部分を
低減でき、経時でのリワーク性の劣化を好適に抑制できるため、リワーク時に粘着剤層の
脱落や糊残りが特に生じにくくなるため好ましい。
【００３５】
　カルボキシル基含有モノマーの含有量は、アクリル系共重合体を形成するモノマー成分
中０．５～１０質量％、好ましくは、０．５～５質量％、更に好ましくは１．５～３．５
質量％である。当該範囲内とすることで、架橋剤との架橋反応が良好に進行し易くなる。
さらに、粘着剤層を形成した際に、粘着剤層に好適な凝集力が確保され、リワーク性と強
接着性が両立し易い。
【００３６】
　カルボキシル基含有モノマーとして、アクリル酸およびメタクリル酸を併用する場合に
は、その併用比率は、メタクリル酸／アクリル酸のモル当量比が１以上であることが好ま
しく、１．３以上であることがより好ましく、２以上であることがさらに好ましい。併用
比率を当該範囲とすることで、アクリル系共重合体エマルジョン粒子中の表面酸基量と内
部酸基量とを好適に制御でき、より優れたリワーク性を実現しやすくなる。
【００３７】
　本発明においては、アクリル系共重合体のモノマー成分として、さらに、窒素含有ビニ
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ルモノマーを使用する。窒素含有ビニルモノマーは、アクリル系共重合体エマルジョン粒
子中の酸基、特にカルボキシル基と相互作用することで、粒子表面に配向し易いカルボキ
シル基を粒子内部に引き込む効果を生み出すと推察される。窒素含有ビニルモノマーの含
有量は、０．１～４．５質量％、好ましくは、０．５～４質量％、より好ましくは０．５
～３．５質量％の範囲で調整することで本発明の効果を好適に発現できる。一方、含有量
を増加させた場合に、後述する架橋剤との反応性が低下する傾向を示すが、上記上限以下
とすることで、必要な反応性を確保することができる。本含有量範囲とした場合に、アク
リル系共重合体エマルジョン粒子中の酸基の分布を、好適な分布範囲に収束させ易くなる
。
【００３８】
　窒素含有ビニルモノマーとしては、アミド基を有する窒素含有モノマーを好ましく使用
できる。アミド基を有する窒素含有モノマーは、アミン系の窒素含有モノマー基に比べて
、酸基との相互作用が強くなりすぎず、エマルジョン粒子内の凝集力と粒子間の相互作用
を好適に保持でき、粘着剤としての凝集力が得られやすくなるため、好適な接着性とリワ
ーク性を得やすくなる。アミド基を有する窒素含有モノマーとしては、例えば、Ｎ－ビニ
ルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、アクリロイルモルホリン、アクリロニトリル
、アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミドから選ばれる１種又は２種以上を使
用できる。
【００３９】
　アクリル系共重合体中の窒素含有ビニルモノマーとカルボキシル基を有するビニルモノ
マーの比率は、特に限定されるものではないが、アクリル系共重合体を構成するモノマー
成分中の窒素含有ビニルモノマーのモル数をＸ、カルボキシル基を有するビニルモノマー
のモル数をＹとした場合のモル比Ｘ／Ｙが１／１～１／２０であることが好ましく、１／
１～１／５がより好ましく、１／１～１／３が更に好ましい。当該範囲内であれば、カル
ボキシル基を有するビニルモノマーと後述する架橋剤との反応が進行し易くなる。さらに
、アクリル系共重合体エマルジョン中のカルボキシル基の分布を後述する範囲に収束させ
易くなる。
【００４０】
　本発明に使用するアクリル系共重合体においては、上記以外のモノマーを必要に応じて
使用することもでき、そのようなモノマーの例としては、水酸基含有モノマーとして、（
メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、
（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル等
のアルコール性水酸基含有モノマーを適宜使用できる。ケト基又はアルデヒド基含有モノ
マーとして、ダイアセトンアクリルアミド、ダイアセトンメタクリルアミド、アクロレイ
ン、ホルミルスチロール、ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルイソブチル
ケトン、ジアセトンアクリレート、ジアセトンメタクリレート、アセトニトリルアクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピルアクリレートアセトアセテート、ブタンジオールアクリレ
ートアセテート等が挙げられる。シラン系モノマーとして、３－メタクリロキシプロピル
メチルジメトキシシラン［例えば、信越化学（株）製　ＫＢＭ－５０２］、３－メタクリ
ロキシプロピルトリメトキシシラン［例えば、信越化学（株）製　ＫＢＭ－５０３］、３
－メタクリロキシプロピルメチルジエトキシシラン［例えば、信越化学（株）製　ＫＢＥ
－５０２］、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン［例えば、信越化学（株）
製　ＫＢＥ－５０３］、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン［例えば、信越化
学（株）製　ＫＢＭ－５１０３］等が挙げられる。また、メチロール基含有モノマーとし
て、Ｎメチロールアクリルアミド等が挙げられる。また、燐酸基含有モノマーとして、例
えば、ローディア日華（株）製　Ｓｉｐｏｍｅｒ　ＰＡＭ－１００，ＰＡＭ－２００，Ｐ
ＡＭ－３００等が挙げられ、アクリル系共重合体を形成するモノマー成分中の２０質量％
以下の割合で用いることができ、１種または２種以上使用できる。
【００４１】
　本発明に使用するアクリル系共重合体の重量平均分子量は５０～１２０万が好適であり
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、より好ましくは６０～１００万である。当該範囲内とすることで、粘着剤が不織布へ含
浸する際の柔軟性と、リワーク性に必要な凝集力をバランスよく両立することができる。
前記重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による標準
ポリスチレン換算である。測定条件として、カラムはＴＳＫｇｅｌ　ＧＭＨＸＬ［東ソー
製］を用い、カラム温度は４０℃、溶離液はテトラヒドロフラン、流量は１．０ｍＬ／分
とし、標準ポリスチレンはＴＳＫ標準ポリスチレンを用いる。
【００４２】
　分子量を調整するために、重合には連鎖移動剤を用いても良い。連鎖移動剤としては、
公知の連鎖移動剤、例えばラウリルメルカプタン、グリシジルメルカプタン、メルカプト
酢酸、２－メルカプトエタノール、チオグリコール酸、チオグリコール酸２－エチルヘキ
シル、２，３－ジメチルカプト－１－プロパノールなどが使用できる。
【００４３】
（粘着付与樹脂の種類）
　本発明に使用する水分散型アクリル系粘着剤組成物においては、得られる粘着剤層の強
接着性を調整するために粘着付与樹脂を使用することが好ましい。本発明に使用する粘着
付与樹脂としては、水分散型の粘着剤組成物に使用する観点から、エマルジョン型の粘着
付与樹脂を好ましく使用できる。当該エマルジョン型の粘着付与樹脂としては、ロジン系
、重合ロジン系、重合ロジンエステル系、ロジンフェノール系、安定化ロジンエステル系
、不均化ロジンエステル系、テルペン系、テルペンフェノール系、石油樹脂系等が例示で
きる。
【００４４】
　中でも、重合ロジンエステル系粘着付与樹脂と、ロジンフェノール系粘着付与樹脂が好
ましく、これらを併用で配合することが特に好ましい。具体的には、重合ロジンエステル
系粘着付与樹脂は、スーパーエステルＥ－６５０［荒川化学工業（株）製］、スーパーエ
ステルＥ－７８８［荒川化学工業（株）製］、スーパーエステルＥ－７８６－６０［荒川
化学工業（株）製］、スーパーエステルＥ－８６５［荒川化学工業（株）製］、スーパー
エステルＥ－８６５ＮＴ［荒川化学工業（株）製］、ハリエスターＳＫ－５０８［ハリマ
化成（株）製］ハリエスターＳＫ－５０８Ｈ［ハリマ化成（株）製］、ハリエスターＳＫ
－８１６Ｅ［ハリマ化成（株）製］、ハリエスターＳＫ－８２２Ｅ［ハリマ化成（株）製
］、ハリエスターＳＫ－３２３ＮＳ［ハリマ化成（株）製］等が挙げられ、ロジンフェノ
ール系粘着付与樹脂は、タマノルＥ－１００［荒川化学工業（株）製］、タマノルＥ－２
００［荒川化学工業（株）製］、タマノルＥ－２００ＮＴ［荒川化学工業（株）製］等が
挙げられる。
【００４５】
　これらを併用する場合には、前記重合ロジンエステル系粘着付与樹脂（Ａ）とロジンフ
ェノール系粘着付与樹脂（Ｂ）との比が、（Ａ）／（Ｂ）で表される質量比で５／１～１
／５であることが好ましく、３／１～１／３がより好ましく、１／１～１／３が更に好ま
しい。当該範囲内であれば、リワーク性と強接着性をバランスよく向上させることができ
る。
【００４６】
　粘着付与樹脂の軟化点において、軟化点が１２０～１８０℃であることが好適であり、
より好ましくは１４０～１８０℃である。軟化点の高い粘着付与樹脂を配合することで、
強接着性が向上する。
【００４７】
　アクリル系共重合体／粘着付与樹脂の配合比において、アクリル系共重合体／粘着付与
樹脂＝１００／１０～１００／４０が好適であり、より好ましくはアクリル系共重合体／
粘着付与樹脂＝１００／１５～１００／３５である。当該範囲内であれば、リワーク性と
強接着性をバランスよく向上させることができる。
【００４８】
（架橋剤）
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　本発明に使用する水分散型アクリル系粘着剤組成物においては、得られる粘着剤層の凝
集力を向上させる目的で、架橋剤を使用することが好ましい。架橋剤としては、公知のイ
ソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、アジリジン系架橋剤、多価金属塩系架橋剤、
金属キレート系架橋剤、ケト・ヒドラジド系架橋剤、オキサゾリン系架橋剤、カルボジイ
ミド系架橋剤、シラン系架橋剤、グリシジル（アルコキシ）エポキシシラン系架橋剤等が
使用できる。その中でも、重合終了後に添加し、架橋反応を進行させるタイプの架橋剤が
好ましい。例えば、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、オキサゾリン系架橋剤
、カルボジイミド系架橋剤、グリシジル（アルコキシ）エポキシシラン系架橋剤等が挙げ
られる。具体的には、イソシアネート系架橋剤では、バーノック ＤＮＷ－５０００［Ｄ
ＩＣ（株）製］、バーノック ＤＮＷ－５０１０［ＤＩＣ（株）製］、バーノック ＤＮＷ
－５１００［ＤＩＣ（株）製］、バーノック ＤＮＷ－５５００［ＤＩＣ（株）製］、ア
クアネート１００［日本ポリウレタン工業（株）製］、アクアネート１０５［日本ポリウ
レタン工業（株）製］、アクアネート１１０［日本ポリウレタン工業（株）製］、アクア
ネート１２０［日本ポリウレタン工業（株）製］、アクアネート１３０［日本ポリウレタ
ン工業（株）製］、アクアネート２００［日本ポリウレタン工業（株）製］、アクアネー
ト２１０［日本ポリウレタン工業（株）製］、ＬＳ２３１９［住化バイエルウレタン（株
）製］、ＬＳ２３３６［住化バイエルウレタン（株）製］、Ｂａｙｈｙｄｕｒ３１００［
住化バイエルウレタン（株）製］等が挙げられ、エポキシ系架橋剤では、デナコール　Ｅ
Ｘ－８３２［ナガセ化成工業（株）製］、デナコール　ＥＸ－８４１［ナガセ化成工業（
株）製］、テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製］、テトラッドＸ［三菱瓦斯化学（株）
製］等が挙げられ、オキサゾリン系架橋剤では、エポクロスＷＳ－５００［（株）日本触
媒製］、エポクロスＷＳ－７００［（株）日本触媒製］、エポクロスＫ－２０１０Ｅ［（
株）日本触媒製］、エポクロスＫ－２０２０Ｅ［（株）日本触媒製］、エポクロスＫ－２
０３０Ｅ［（株）日本触媒製］が挙げられ、カルボジイミド系架橋剤では、カルボジライ
トＳＶ－０２［日清紡績（株）］、カルボジライトＶ－０２［日清紡績（株）］、カルボ
ジライトＶ－０２－Ｌ２［日清紡績（株）］、カルボジライトＶ－０４［日清紡績（株）
］、カルボジライトＥ－０１［日清紡績（株）］、カルボジライトＥ－０２［日清紡績（
株）］、カルボジライトＥ－０３Ａ［日清紡績（株）］、カルボジライトＥ－０４［日清
紡績（株）］、グリシジル（アルコキシ）エポキシシラン系架橋剤では、２－（３，４－
エポキシシクロヘキシルエチルトリメトキシシラン［ＫＢＭ－３０３；信越シリコーン（
株）製］、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン［ＫＢＭ－４０３；信越シリコ
ーン（株）製］、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン［ＫＢＥ－４０２；
信越シリコーン（株）製］、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン［ＫＢＥ－４
０３；信越シリコーン（株）製］等が挙げられる。
【００４９】
　なかでも、酸基を有するビニルモノマーと反応する架橋剤を使用することが好ましく、
上述のイソシアネート系架橋剤、エポキシ化合物、オキサゾリン化合物、カルボジイミド
系架橋剤、グリシジル（アルコキシ）エポキシシラン化合物等が好ましい。本発明は、エ
マルジョン粒子表面と粒子内部の両方に適切な量の酸基を配向させることにより、アクリ
ル系共重合体の凝集力を全体にわたって確保することを特徴とする技術であるが、上述の
酸基と反応する架橋剤を使用することにより、凝集力の向上を好適に発現できる。
【００５０】
　架橋剤の含有量は、適宜調整すれば良く、架橋度合いの指標として、粘着剤層をトルエ
ンに２４時間浸漬した後の不溶分を測定するゲル分率の値を用い、架橋度を調整できる。
ゲル分率は、好ましくは８０質量％以下である。より好ましくは３～７５質量％、更に好
ましくは１５～５０質量％の範囲であれば、リワーク性と強接着性をバランスよく確保す
ることができる
【００５１】
（添加剤）
　本発明に使用する水分散型アクリル系粘着剤組成物においては、添加剤として、必要に
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応じて本発明の所望の効果を阻害しない範囲で、ｐＨを調整するための塩基（アンモニア
水など）や酸、可塑剤、軟化剤、酸化防止剤、ガラスやプラスチック製の繊維・バルーン
・ビーズ・金属粉末等の充填剤、顔料・染料等の着色剤、ｐＨ調整剤、皮膜形成補助剤、
レベリング剤、増粘剤、撥水剤、消泡剤等の公知のものを粘着剤組成物に任意で添加する
ことがで
【００５２】
　粘着剤層の厚みは、５～５０μｍが好ましく、さらに好ましくは、１０～３０μｍであ
る。５μｍ以上であれば、充分な接着性を得ることができ、また、５０μｍ以下とするこ
とで軽薄短小化の進む表示装置等に好適に適用できる。
【００５３】
［偏光フィルム固定用着色粘着テープ］
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープは、上記着色層を有する支持体の着色層表
面に、上記水分散型アクリル系粘着剤組成物からなる粘着剤層が設けられた偏光フィルム
固定用着色粘着テープである。当該構成により、ハロゲンフリーの着色層に水系粘着剤層
を適用した場合にも、好適な接着力とリワーク性を実現できる。
【００５４】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープは、着色粘着テープ全体としても、ハロゲ
ン（塩素・臭素・フッ素・ヨウ素）の含有量が０．３質量％以下のものが好ましく、０．
０５質量％以下のものがより好ましく、ハロゲンを実質的に含有しないものが特に好まし
い。
【００５５】
　また、支持体の片面にのみ粘着剤層を有する粘着テープであっても、両面に粘着剤層を
有する両面粘着テープであっても良いが、二以上の部品固定に際しては両面粘着テープと
することが好ましい。また粘着剤層は、単層の粘着剤の層であっても複数の粘着剤層を積
層したものでもよく、また複数の粘着テープを積層した形態であっても良い。
【００５６】
　粘着剤層は、粘着シートの塗布に一般的に使用されている方法で、樹脂フィルムや遮光
層上に形成することができる。具体的には、例えば、粘着剤層を形成する組成物を支持体
に直接塗布し、乾燥する方法、或いは、いったんセパレータ上に塗布し、乾燥後、支持体
に貼り合わせる方法などで形成できる。
【００５７】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープの厚みは、２０～１００μｍであることが
好ましく、３０～７５μｍであることがより好ましい。中でも、４０～６５μｍであるこ
とが特に好ましい。厚みが当該範囲のものは、画像表示装置の部品固定用、特に小型電子
機器の画像表示装置用として好適に使用できる。
【００５８】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープの偏光フィルムに対する１８０度ピール接
着力は、７～１５Ｎ／２０ｍｍが好ましく、８～１３Ｎ／２０ｍｍがより好ましい。接着
力が当該範囲のものは、画像表示装置の部品固定時に好適に部品固定が可能となる。
【００５９】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープの実施形態としては、着色層を有する支持
体の着色層面に、偏光フィルムに貼り付ける粘着剤層を有する構成であればよい。好適な
具体例としては、樹脂フィルムの一面のみに着色層を有する支持体の着色層上に粘着剤層
を有する形態、樹脂フィルムの一面に着色層を有する支持体の両面に粘着剤層を有する形
態、樹脂フィルムの両面に着色層を有する支持体の両面に粘着剤層を有する形態などが例
示できる。これら形態において、着色層を黒色インキからなる遮光層とすれば遮光テープ
として、白色インキからなる光反射層とすれば光反射テープとして使用できる。また、両
者を組み合わせて使用するか、あるいは、使用する樹脂フィルムを光反射性白色フィルム
又は遮光性黒色フィルムを使用し、これらと黒色インキからなる遮光層や白色インキから
なる光反射層と組み合わせて、遮光反射テープとすることもできる。
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【００６０】
［用途］
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープは、偏光フィルムへの好適な接着力と、良
好なリワーク性とを有することから、各種画像表示装置の偏光フィルム固定用に好適に使
用できる。特に、省スペースにて、部品固定や好適な遮光反射性能が求められ、かつ不良
時や修理時にリワーク性の要求される薄型の画像表示装置の偏光フィルム固定に用いられ
る遮光テープ、光反射テープ、遮光反射テープとして好適に使用できる。
【００６１】
　好適な適用例としては、額縁状に打ち抜かれた着色両面粘着テープの形態により、偏光
フィルムが表層に設けられたタッチパネル有する画像表示装置のタッチパネルと、ＬＣＤ
モジュールや有機ＥＬモジュール等の画像表示モジュールとの貼り合わせ、さらには、画
像表示装置の筐体内部に設けられるＬＣＤモジュールにおいて、偏光フィルムが表層に設
けられたＬＣＤパネルとバックライトモジュールとの貼り合わせ等が例示できる。
【００６２】
　ＬＣＤモジュールを使用した画像表示装置のＬＣＤモジュールにおいて、偏光フィルム
が表層に設けられたＬＣＤパネルと、バックライトモジュールとの貼り合わせの好適な例
としては、バックライト方式のＬＣＤモジュールへの適用が例示できる。バックライト方
式のＬＣＤモジュールの一般的な構成としては、ＬＣＤモジュール筐体中に、反射板、導
光板、拡散シート、必要に応じて使用されるプリズムシート（輝度を高める）等が積層さ
れ、導光板の側方や後方に光源が配置されたバックライトモジュールの表層と、偏光フィ
ルムを表層に有するＬＣＤパネルとが、着色両面粘着テープにて貼り合わされた構成を例
示できる。また、バックライトモジュールがＬＣＤモジュール筐体内部に収められており
、当該筐体と、偏光フィルムを表層に有するＬＣＤパネルとが着色両面粘着テープにて貼
り合わされた構成や、着色両面粘着テープの一面が、当該筐体及びバックライトモジュー
ルの表層に跨って貼り付けられ、他面が偏光フィルムを表層に有するＬＣＤパネルと貼り
付けられた構成も好適に例示できる。このように、ＬＣＤモジュールを使用した画像表示
装置においては、本発明の着色粘着テープは、偏光フィルムを表層に有するＬＣＤパネル
とバックライトモジュールの間に額縁状に打ち抜かれて挟み込まれた態様を好ましい態様
として例示できる。
【００６３】
　また、表層の少なくとも一方に偏光フィルムが設けられたタッチパネル固定にも好適に
適用でき、画像表示装置の筐体に収められたＬＣＤモジュールや有機ＥＬモジュール等の
画像表示モジュール表面と、表層に偏光フィルムが設けられたタッチパネルの偏光フィル
ム面とを本発明の着色両面粘着テープにて貼り合わせる構成を例示できる。当該構成にお
いても、本発明の着色粘着テープは額縁状に打ち抜かれた形態にて、タッチパネルと画像
表示モジュールの間に挟み込まれた態様を好ましい態様として例示できる。
【００６４】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープを使用した画像表示装置は、ハロゲン含有
量が少ないため、誤作動や不具合の要因が低減されており、信頼性が高い。また、遮光反
射テープとして、遮光層側が偏光フィルム側に向き、光反射層側がバックライトを有する
筐体や画像表示モジュール側に向くよう貼付した画像表示装置は、優れた輝度を実現でき
る。
【００６５】
　本発明の偏光フィルム固定用着色粘着テープは、周辺機器の誤作動を抑制でき、信頼性
が高い製品を与えることから、各種の電子機器、特に、電子手帳、携帯電話、スマートフ
ォン（高機能携帯電話）、ＰＨＳ、ゲーム機器、電子書籍、多機能データ端末、モバイル
パソコン等の小型化された携帯電子機器の表示装置の偏光フィルム固定用として好適に使
用できる。
【実施例】
【００６６】
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[ポリエステルウレタンの製造例]
（ポリエステルウレタン樹脂（Ａ））
攪拌機，温度計，還流冷却器および窒素ガス導入管を備えた四つロフラスコにアジピン酸
／テレフタル酸＝５０／５０なる酸成分と３－メチル－１，５ペンタンジオールから得ら
れる数平均分子量（以下Ｍｎという）２，０００のポリエステルジオール２５６．３部と
イソホロンジイソシアネート３６．５部を仕込み、窒素気流下に９０℃で１５時間反応さ
せた。次いでイソホロンジアミン５．０部、ジ－ｎ－ブチルアミン２．２部、トルエン１
７５部、メチルエチルケトン３５０部、イソプロピレンアルコール１７５部を添加し、攪
枠下に４０℃で３時間反応させ、樹脂固形分濃度３０．０％、ガードナー粘度Ｕ－Ｖ（２
５℃）、アミン価＝０、質量平均分子量（以下Ｍｗという）６７，０００のポリエステル
ウレタン樹脂（Ａ）を得た。得られた樹脂のｔａｎδのピーク温度は－８℃であった。
【００６７】
（ポリエステルウレタン樹脂（Ｂ））
　攪拌機，温度計，還流冷却器および窒素ガス導入管を備えた四つロフラスコにアジピン
酸とネオペンチルグリコールから得られるＭｎ＝１，０００のポリエステルジオール２２
３．１部とイソホロンジイソシアネート６４．４部を仕込み、窒素気流下に９０℃で１５
時間反応させた。次いでイソホロンジアミン１１．３部、ジ－ｎ－ブチルアミン１．２部
、トルエン１７５部、酢酸エチル３１５部、イソプロピレンアルコール２１０部を添加し
、攪枠下に４０℃で３時間反応させ、樹脂固形分濃度３０．０％、ガードナー粘度Ｓ－Ｔ
（２５℃）、アミン価＝０．５、Ｍｗ＝１００，０００のポリエステルウレタン樹脂（Ｂ
）を得た。得られた樹脂のｔａｎδのピーク温度は－２０℃であった。
【００６８】
[黒色インキの製造例]
(黒色インキの製造例１)
　デグサ社製「カーボンデグサスペシャル４Ａ」を４部、デグサ社製「カーボンスペシャ
ル２５０Ｐ」６部、ポリエステルウレタン樹脂（Ａ）（ｔａｎδピーク温度＝－８℃）を
４０部、メチルエチルケトンを２３部、トルエンを１３部、酢酸エチルを６部、Ｎ－プロ
ピルアセテートを３部、イソプロピルアルコール３部を添加し、サンドミルで約１時間湿
式分散した物に、ＤＩＣ社製硬化剤「ＫＲ９０」（ヘキサメチレンジジイソシアネートの
ビウレット体）を４部、ＤＩＣ社製希釈剤「ダイレジューサーＶ　Ｎｏ．２０」を３５部
添加して黒色インキ（Ａ）を作成した。なお、樹脂は固形分比を表す。
【００６９】
(黒色インキの製造例２)
　製造例１のポリエステルウレタン樹脂（Ａ）の代わりにポリエステルウレタン樹脂（Ｂ
）（ポリエステルウレタン樹脂、ｔａｎδピーク温度＝－２０℃）を使用して、黒色イン
キの製造例１と同様に黒色インキ（Ｂ）を作成した。
【００７０】
［支持体の作製］
（インキコートフィルム（Ａ））
　帝人デュポンフィルム（株）製テフレックスＦＷ２＃１３（厚さ：１３μｍ、引張強度
２３Ｎ／２０ｍｍ）に表面状態が５０ダイン以上になるようコロナ処理を行い、その上に
黒色インキ（Ａ）を乾燥厚みが４μｍになるよう２回グラビアコートした。尚、乾燥は常
温で２分間放置した。その後４０℃で２日間養生し、インキコートフィルム（Ａ）を得た
。
【００７１】
（インキコートフィルム（Ｂ））
　黒色インキ（Ｂ）を使用した以外はインキコートフィルム（Ａ）と同様にして、インキ
コートフィルム（Ｂ）を得た。
【００７２】
［アクリル系共重合体エマルジョンの調製方法］
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（調製例１）
　＜乳化液の調製＞
　容器にイオン交換水７５．０ｇと界面活性剤アクアロンＫＨ－１０２５［第一工業製薬
（株）製；有効成分２５％］２０．０ｇと界面活性剤ラテムルＰＤ－１０４［花王（株）
製；有効成分２０％］３７．５ｇを入れ、均一に溶解した。そこに、ｎ－ブチルアクリレ
ート２２７．５ｇ、２－エチルヘキシルアクリレート２２７．５ｇ、メチルメタクリレー
ト２５．０ｇ、Ｎ－ビニルピロリドン７．５ｇ、アクリル酸１２．５ｇ、ラウリルメルカ
プタン０．２０ｇを加えて乳化し、乳化液（１）６３２．７ｇを得た。
【００７３】
　＜アクリル系共重合体（１）のエマルジョンの調製＞
　攪拌機、還流冷却管、窒素導入管、温度計、滴下漏斗を備えた反応容器に、イオン交換
水３４０ｇを入れ、窒素を吹き込みながら６０℃まで昇温した。攪拌下、乳化液（１）の
一部［３．２ｇ］、過硫酸アンモニウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］、亜硫酸水素ナ
トリウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］を添加し、６０℃を保ちながら１時間で重合さ
せた。引き続き、残りの乳化液（１）６２９．５ｇと、過硫酸アンモニウム水溶液４０ｇ
［有効成分１．２５％］を別々の漏斗を使用して、反応容器を６０℃に保ちながら８時間
かけて滴下重合した。滴下終了後、反応容器を６０℃に保ちながら２時間攪拌した後、内
容物を冷却し、引き続き、ｐＨが７．５になるようにアンモニア水（有効成分１０％）で
調製した。これを２００メッシュ金網で濾過し、アクリル系共重合体（１）のエマルジョ
ン１０１３．５ｇを得た。ここで、得られたアクリル系共重合体（１）のエマルジョンは
固形分濃度５０％、平均粒子径は３３８ｎｍであった。
【００７４】
（調製例２）
　＜乳化液（２）の調製＞
　容器にイオン交換水７５．０ｇと界面活性剤アクアロンＫＨ－１０２５［第一工業製薬
（株）製；有効成分２５％］２０．０ｇと界面活性剤ラテムルＰＤ－１０４［花王（株）
製；有効成分２０％］３７．５ｇを入れ、均一に溶解した。そこに、ｎ－ブチルアクリレ
ート２２７．５ｇ、２－エチルヘキシルアクリレート２２７．５ｇ、メチルメタクリレー
ト２５．０ｇ、Ｎ－ビニルピロリドン７．５ｇ、アクリル酸１．５ｇ、メタクリル酸１１
．０ｇ、ラウリルメルカプタン０．２ｇを加えて乳化し、乳化液（２）６３２．７ｇを得
た。
【００７５】
　＜アクリル系共重合体（２）のエマルジョンの調製＞
　攪拌機、還流冷却管、窒素導入管、温度計、滴下漏斗を備えた反応容器に、イオン交換
水３４０ｇを入れ、窒素を吹き込みながら６０℃まで昇温した。攪拌下、乳化液（２）の
一部［３．２ｇ］、過硫酸アンモニウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］、亜硫酸水素ナ
トリウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］を添加し、６０℃を保ちながら１時間で重合さ
せた。引き続き、残りの乳化液（２）６２９．５ｇと、過硫酸アンモニウム水溶液４０ｇ
［有効成分１．２５％］を別々の漏斗を使用して、反応容器を６０℃に保ちながら８時間
かけて滴下重合した。滴下終了後、反応容器を６０℃に保ちながら２時間攪拌した後、内
容物を冷却し、引き続き、ｐＨが７．５になるようにアンモニア水（有効成分１０％）で
調製した。これを２００メッシュ金網で濾過し、アクリル系共重合体（２）のエマルジョ
ン１０１３．５ｇを得た。ここで、得られたアクリル系共重合体（２）のエマルジョンは
固形分濃度５０％、平均粒子径は３４１ｎｍであった。
【００７６】
（調製例３）
　＜乳化液（３）の調製＞
　容器にイオン交換水７５．０ｇと界面活性剤アクアロンＫＨ－１０２５［第一工業製薬
（株）製；有効成分２５％］２０．０ｇと界面活性剤ラテムルＰＤ－１０４［花王（株）
製；有効成分２０％］３７．５ｇを入れ、均一に溶解した。そこに、ｎ－ブチルアクリレ



(16) JP 2012-201734 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

ート４５７ｇ、メチルメタクリレート２５．０ｇ、アクリル酸１７．５ｇ、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート０．５g、ラウリルメルカプタン０．２ｇを加えて乳化し、乳化液
（３）６３２．７ｇを得た。
【００７７】
　＜アクリル系共重合体（３）のエマルジョンの製造＞
　攪拌機、還流冷却管、窒素導入管、温度計、滴下漏斗を備えた反応容器に、イオン交換
水３４０ｇを入れ、窒素を吹き込みながら６５℃まで昇温した。攪拌下、乳化液（３）の
一部［３．２ｇ］、過硫酸アンモニウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］、亜硫酸水素ナ
トリウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］を添加し、６０℃を保ちながら１時間で重合さ
せた。引き続き、残りの乳化液（３）６２９．５ｇと、過硫酸アンモニウム水溶液４０ｇ
［有効成分１．２５％］を別々の漏斗を使用して、反応容器を６０℃に保ちながら８時間
かけて滴下重合した。滴下終了後、反応容器を６０℃に保ちながら２時間攪拌した後、内
容物を冷却し、引き続き、ｐＨが７．５になるようにアンモニア水（有効成分１０％）で
調製した。これを２００メッシュ金網で濾過し、アクリル系共重合体（３）のエマルジョ
ン１０１３．５ｇを得た。ここで、得られたアクリル系共重合体（３）のエマルジョンは
固形分濃度５０％、平均粒子径は３１１ｎｍであった。
【００７８】
（調製例４）
　＜乳化液（４）の調製＞
　容器にイオン交換水７５．０ｇと界面活性剤アクアロンＫＨ－１０２５［第一工業製薬
（株）製；有効成分２５％］２０．０ｇと界面活性剤ラテムルＰＤ－１０４［花王（株）
製；有効成分２０％］３７．５ｇを入れ、均一に溶解した。そこに、ｎ－ブチルアクリレ
ート４５７ｇ、酢酸ビニル２５．０ｇ、アクリル酸１７．５ｇ、２－ヒドロキシエチルア
クリレート０．５g、ラウリルメルカプタン０．２ｇを加えて乳化し、乳化液（４）６３
２．７ｇを得た。
【００７９】
　＜アクリル系共重合体（４）のエマルジョンの製造＞
　攪拌機、還流冷却管、窒素導入管、温度計、滴下漏斗を備えた反応容器に、イオン交換
水３４０ｇを入れ、窒素を吹き込みながら６５℃まで昇温した。攪拌下、乳化液（４）の
一部［３．２ｇ］、過硫酸アンモニウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］、亜硫酸水素ナ
トリウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］を添加し、６０℃を保ちながら１時間で重合さ
せた。引き続き、残りの乳化液（４）６２９．５ｇと、過硫酸アンモニウム水溶液４０ｇ
［有効成分１．２５％］を別々の漏斗を使用して、反応容器を６０℃に保ちながら８時間
かけて滴下重合した。滴下終了後、反応容器を６０℃に保ちながら２時間攪拌した後、内
容物を冷却し、引き続き、ｐＨが７．５になるようにアンモニア水（有効成分１０％）で
調製した。これを２００メッシュ金網で濾過し、アクリル系共重合体（４）のエマルジョ
ン１０１３．５ｇを得た。ここで、得られたアクリル系共重合体（４）のエマルジョンは
固形分濃度５０％、平均粒子径は３０８ｎｍであった。
【００８０】
（調製例５）
　＜乳化液（５）の調製＞
　容器にイオン交換水７５．０ｇと界面活性剤アクアロンＫＨ－１０２５［第一工業製薬
（株）製；有効成分２５％］２０．０ｇと界面活性剤ラテムルＰＤ－１０４［花王（株）
製；有効成分２０％］３７．５ｇを入れ、均一に溶解した。そこに、ｎ－ブチルアクリレ
ート４５７g、メチルメタクリレート２５．０ｇ、アクリル酸１７．５ｇ、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート０．５g、ラウリルメルカプタン０．２ｇを加えて乳化し、乳化液
（５）６３２．７ｇを得た。
【００８１】
　＜アクリル系共重合体（５）のエマルジョンの製造＞
　攪拌機、還流冷却管、窒素導入管、温度計、滴下漏斗を備えた反応容器に、イオン交換
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水３４０ｇを入れ、窒素を吹き込みながら６０℃まで昇温した。攪拌下、乳化液（５）の
一部［３．２ｇ］、過硫酸アンモニウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］、亜硫酸水素ナ
トリウム水溶液５．０ｇ［有効成分３％］を添加し、６０℃を保ちながら１時間で重合さ
せた。引き続き、残りの乳化液（５）６２９．５ｇと、過硫酸アンモニウム水溶液４０ｇ
［有効成分１．２５％］を別々の漏斗を使用して、反応容器を６０℃に保ちながら８時間
かけて滴下重合した。滴下終了後、反応容器を６０℃に保ちながら２時間攪拌した後、内
容物を冷却し、引き続き、ｐＨが７．５になるようにアンモニア水（有効成分１０％）で
調製した。これを２００メッシュ金網で濾過し、アクリル系共重合体（５）のエマルジョ
ン１０１３．５ｇを得た。ここで、得られたアクリル系共重合体（５）のエマルジョンは
固形分濃度５０％、平均粒子径は３２４ｎｍであった。
【００８２】
［水分散型アクリル系粘着剤組成物の製造］
（製造例１）
　前記のアクリル系共重合体（１）のエマルジョン１０００ｇ［ｄｒｙ；５００ｇ］に、
レベリング剤としてサーフィノールＰＳＡ－３３６［エアー・プロダクツ・ジャパン（株
）製；有効成分１００％］２．５ｇ、消泡剤としてサーフィノールＤＦ－１１０Ｄ［エア
ー・プロダクツ・ジャパン（株）製；有効成分１００％］２．５ｇ、粘着付与樹脂として
エマルジョン型重合ロジンエステル系粘着付与樹脂スーパーエステルＥ－８６５ＮＴ［荒
川化学工業（株）製；軟化点１６０℃］固形分で６２．５ｇ、エマルジョン型ロジンフェ
ノール系粘着付与樹脂タマノルＥ－２００ＮＴ［荒川化学工業（株）製；軟化点１５０℃
］固形分で６２．５ｇ、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）
製］０．０５ｇ（０．０１質量部）を添加し、２００メッシュ金網で濾過し、水分散型ア
クリル系粘着剤組成物（１）を得た。
【００８３】
（製造例２）
　製造例１において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製
］０．１５ｇ（０．０３質量部）を添加すること以外は、製造例１と同様にして、水分散
型アクリル系粘着剤組成物（２）を製造した。
【００８４】
（製造例３）
　製造例１において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製
］０．２５ｇ（０．０５質量部）を添加すること以外は、製造例１と同様にして、水分散
型アクリル系粘着剤組成物（３）を製造した。
【００８５】
（製造例４）
　製造例１において、粘着付与樹脂としてエマルジョン型重合ロジンエステル系粘着付与
樹脂スーパーエステルＥ－８６５ＮＴ［荒川化学工業（株）製；軟化点１６０℃］固形分
で５０ｇ、エマルジョン型ロジンフェノール系粘着付与樹脂タマノルＥ－２００ＮＴ［荒
川化学工業（株）製；軟化点１５０℃］固形分で５０ｇ、架橋剤としてエポキシ化合物テ
トラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製］０．１５ｇ（０．０３質量部）を用いること以外は
、製造例２と同様にして、水分散型アクリル系粘着剤組成物（４）を製造した。
【００８６】
（製造例５）
　前記のアクリル系共重合体（２）のエマルジョン１０００ｇ［ｄｒｙ；５００ｇ］に、
レベリング剤としてサーフィノールＰＳＡ－３３６［エアー・プロダクツ・ジャパン（株
）製；有効成分１００％］２．５ｇ、消泡剤としてサーフィノールＤＦ－１１０Ｄ［エア
ー・プロダクツ・ジャパン（株）製；有効成分１００％］２．５ｇ、粘着付与樹脂として
エマルジョン型重合ロジンエステル系粘着付与樹脂スーパーエステルＥ－８６５ＮＴ［荒
川化学工業（株）製；軟化点１６０℃］固形分で６２．５ｇ、エマルジョン型ロジンフェ
ノール系粘着付与樹脂タマノルＥ－２００ＮＴ［荒川化学工業（株）製；軟化点１５０℃
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］固形分で６２．５ｇ、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）
製］０．０５ｇ（０．０１質量部）を添加し、２００メッシュ金網で濾過し、水分散型ア
クリル系粘着剤組成物（５）を得た。
【００８７】
（製造例６）
　製造例５において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製
］０．１５ｇ（０．０３質量部）を添加すること以外は、製造例５と同様にして、水分散
型アクリル系粘着剤組成物（６）を製造した。
【００８８】
（製造例７）
　製造例５において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製
］０．２５ｇ（０．０５質量部）を添加すること以外は、製造例５と同様にして、水分散
型アクリル系粘着剤組成物（７）を製造した。
【００８９】
（製造例８）
　製造例５において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）製
］０．５ｇ（０．１質量部）を添加すること以外は、製造例５と同様にして、水分散型ア
クリル系粘着剤組成物（８）を製造した。
【００９０】
（比較製造例１）
　前記のアクリル系共重合体（３）のエマルジョン１０００ｇ［ｄｒｙ；５００ｇ］に、
レベリング剤としてサーフィノールＰＳＡ－３３６［エアー・プロダクツ・ジャパン（株
）製；有効成分１００％］２．５ｇ、消泡剤としてサーフィノールＤＦ－１１０Ｄ［エア
ー・プロダクツ・ジャパン（株）製；有効成分１００％］２．５ｇ、粘着付与樹脂として
エマルジョン型重合ロジンエステル系粘着付与樹脂スーパーエステルＥ－８６５ＮＴ［荒
川化学工業（株）製；軟化点１６０℃］固形分で６２．５ｇ、エマルジョン型ロジンフェ
ノール系粘着付与樹脂タマノルＥ－２００ＮＴ［荒川化学工業（株）製；軟化点１５０℃
］固形分で６２．５ｇ、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）
製］０．１５ｇ（０．０３質量部）を添加し、２００メッシュ金網で濾過し、水分散型ア
クリル系粘着剤組成物（Ｈ１）を得た。
【００９１】
（比較製造例２）
　比較製造例１において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株
）製］０．２５ｇ（０．０５質量部）を添加すること以外は、比較製造例１と同様にして
、水分散型アクリル系粘着剤組成物（Ｈ２）を製造した。
【００９２】
（比較製造例３）
　前記のアクリル系共重合体（４）のエマルジョン１０００ｇ［ｄｒｙ；５００ｇ］に、
レベリング剤としてサーフィノールＰＳＡ－３３６［エアー・プロダクツ・ジャパン（株
）製；有効成分１００％］２．５ｇ、消泡剤としてサーフィノールＤＦ－１１０Ｄ［エア
ー・プロダクツ・ジャパン（株）製；有効成分１００％］２．５ｇ、粘着付与樹脂として
エマルジョン型重合ロジンエステル系粘着付与樹脂スーパーエステルＥ－８６５ＮＴ［荒
川化学工業（株）製；軟化点１６０℃］固形分で６２．５ｇ、エマルジョン型ロジンフェ
ノール系粘着付与樹脂タマノルＥ－２００ＮＴ［荒川化学工業（株）製；軟化点１５０℃
］固形分で６２．５ｇ、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）
製］０．０５ｇ（０．０１質量部）を添加し、２００メッシュ金網で濾過し、水分散型ア
クリル系粘着剤組成物（Ｈ３）を得た。
【００９３】
（比較製造例４）
　比較製造例３において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株
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）製］０．１５ｇ（０．０３質量部）を添加すること以外は、比較製造例３と同様にして
、水分散型アクリル系粘着剤組成物（Ｈ４）を製造した。
【００９４】
（比較製造例５）
　前記のアクリル系共重合体（５）のエマルジョン１０００ｇ［ｄｒｙ；５００ｇ］に、
レベリング剤としてサーフィノールＰＳＡ－３３６［エアー・プロダクツ・ジャパン（株
）製；有効成分１００％］２．５ｇ、消泡剤としてサーフィノールＤＦ－１１０Ｄ［エア
ー・プロダクツ・ジャパン（株）製；有効成分１００％］２．５ｇ、粘着付与樹脂として
エマルジョン型重合ロジンエステル系粘着付与樹脂スーパーエステルＥ－８６５ＮＴ［荒
川化学工業（株）製；軟化点１６０℃］固形分で６２．５ｇ、エマルジョン型ロジンフェ
ノール系粘着付与樹脂タマノルＥ－２００ＮＴ［荒川化学工業（株）製；軟化点１５０℃
］固形分で６２．５ｇ、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株）
製］０．１５ｇ（０．０３質量部）を添加し、２００メッシュ金網で濾過し、水分散型ア
クリル系粘着剤組成物（Ｈ５）を得た。
【００９５】
（比較製造例６）
　比較製造例５において、架橋剤としてエポキシ化合物テトラッドＣ［三菱瓦斯化学（株
）製］０．２５ｇ（０．０５質量部）を添加すること以外は、比較製造例５と同様にして
、水分散型アクリル系粘着剤組成物を製造した。
【００９６】
［溶剤系のアクリル系粘着剤組成物の製造］
（参考製造例１）
　冷却管、攪拌機、温度計、滴下漏斗を備えた反応容器にｎ－ブチルアクリレート９３部
、酢酸ビニル３．４部、アクリル酸３．５部、β－ヒドロキシ－エチルアクリレート０．
１部と、重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチルニトリル０．２部とを酢酸エチ
ル１００部に溶解し、窒素置換後、８０℃で８時間重合して質量平均分子量８０万のアク
リル系共重合体（Ｓ１）を得た。上記アクリル系共重合体（Ｓ１）を１００部に、荒川化
学社製「スーパーエステルＡ１００」を１０部、及び荒川化学工業製「ペンセルＤ１３５
」１０質量部を、トルエンで希釈し、固形分４０％の溶剤系のアクリル系粘着剤組成物（
Ｓ１）を得た。
【００９７】
［粘着テープの作製］
（実施例１）
　製造例１で得た水分散型アクリル系粘着剤組成物（１）を、離型処理した厚さ７５μｍ
のポリエステルフィルム上に、乾燥後の厚さが２０μｍとなるよう塗工して、８５℃で２
分間乾燥して粘着剤層を得た。得られた粘着剤層をインキコートフィルム（Ａ）の両面に
、転写し、８０℃の熱ロールで４ｋｇｆ／ｃｍの圧力でラミネートし、さらに、４０℃で
２日間養生して、両面粘着テープを得た。
【００９８】
（実施例２～８）
　製造例２～８で得た水分散型アクリル系粘着剤組成物（２）～（８）を使用した以外は
、実施例１と同様にして、実施例２～８の両面粘着テープを得た。
【００９９】
（実施例９）
　製造例２で得た水分散型アクリル系粘着剤組成物（２）を、離型処理した厚さ７５μｍ
のポリエステルフィルム上に、乾燥後の厚さが２０μｍとなるよう塗工して、８５℃で２
分間乾燥して粘着剤層を得た。得られた粘着剤層をインキコートフィルム（Ｂ）の両面に
、転写し、８０℃の熱ロールで４ｋｇｆ／ｃｍの圧力でラミネートし、さらに、４０℃で
２日間養生して、実施例９の両面粘着テープを得た。
【０１００】
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（実施例１０）
　製造例７で得た水分散型アクリル系粘着剤組成物（７）を使用した以外は、実施例９と
同様にして、実施例１０の両面粘着テープを得た。
【０１０１】
（比較例１～６）
　比較製造例１～６で得た水分散型アクリル系粘着剤組成物（Ｈ１）～（Ｈ６）を使用し
た以外は、上記実施例１と同様にして、比較例１～６の両面粘着テープを得た。
【０１０２】
（参考例１）
　参考製造例１で得た溶剤系のアクリル系粘着剤組成物（Ｓ１）に日本ポリウレタン工業
社製「コロネートＬ－４５」（イソシアネート系架橋剤）を１．２部配合し、充分に撹拌
した後、離型処理した厚さ７５μｍのポリエステルフィルム上に、乾燥後の厚さが２０μ
ｍとなるよう塗工して、８５℃で２分間乾燥して粘着剤層を得た。これをインキコートフ
ィルム（ｂ）の両面に転写し、８０℃の熱ロールで４ｋｇｆ／ｃｍの圧力でラミネートし
、さらに、４０℃で２日間養生して、参考例１の両面粘着テープを得た。
【０１０３】
　上記で得られた各組成物に使用したアクリル系共重合体のモノマー配合を表１に示した
。また、上記インキコートフィルム、実施例、比較例及び参考例にて得られた粘着剤層及
び両面粘着テープについて、以下の項目の評価を行い、得られた結果を表２～５に示した
。
【０１０４】
［弾性率、伸び率、破断強度、破断伸度の測定］
　上記インキコートフィルムに使用した黒色インキを、１０ｍｍ幅、長さ１５０ｍｍのイ
ンキ塗膜に加工し、環境温度２３℃、湿度５０％の条件下で、テンシロン万能引張試験機
（オリエンテック製、ＲＴＡ１００）を用い、チャック間１００ｍｍのときに、３００ｍ
ｍ／ｍｉｎで引っ張った時の弾性率、引張強度、破断強度、破断伸度を測定した。
【０１０５】
［接着力］
　接着力はＪＩＳ－Ｚ０２３７（２０００）の１８０度引き剥がし接着力の試験方法に従
って下記の手順により求めた。
　ステンレス（ＳＵＳ）板、および、偏光フィルムが表層に設けられた偏光板（ヨウ素系
偏光フィルム：住友化学工業社製ハイルミナンスＳＲグレードが設けられたＬＣＤパネル
）にポリエステルフィルム２５μｍで裏打ちした２０ｍｍ幅の実施例及び比較例の粘着テ
ープを、環境温度２３℃、湿度５０％の条件下において、２ｋｇのローラーで１往復加圧
貼付し１時間放置後、テンシロン万能引張試験機（オリエンテック製、ＲＴＡ１００）を
用い、同一の温度湿度条件下で３００ｍｍ／ｍｉｎの速度で引っ張って、１８０度引き剥
がし接着力を測定した。
尚、ガラスに対する接着力が８Ｎ／２０ｍｍ以上のものを良好と判断した。
【０１０６】
[リワーク性]
　ステンレス板に白面をポリエステルフィルム２５μｍで裏打ちした１０ｍｍ幅の実施例
及び比較例の粘着テープを、環境温度２３℃、湿度５０％ＲＨの条件下において、２ｋｇ
ローラーで１往復加圧貼付し１時間後、６０℃の環境試験器で２４時間放置する。その後
、２３℃に１時間放置後、斜め１３５°方向に３００ｍｍ／ｍｉｎの速度で剥がし、粘着
剤が糊残りせずに剥がせるか否かを評価した。
　◎：全く糊残りなく剥離可能であった。
　○：わずかに糊残りが発生するが実用上問題無く剥離可能であった。
　×：糊残りが発生する。
【０１０７】
［遮光性］
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　電通産業（株）製ライトボックス「フラットイルミネーターＨＦ－ＳＬ－Ａ４８ＬＣＧ
」が１００００ｃｄ／ｍ２になるよう調整し、その上に遮光性粘着テープを置き、遮光性
粘着テープを透過する光を（株）アイ・システム製輝度計「アイスケール３」で測定する
。
【０１０８】
【表１】

【０１０９】
【表２】

【０１１０】
【表３】

【０１１１】
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【表４】

【０１１２】
【表５】

【０１１３】
　上記表３～５から明らかなとおり、実施例１～１０の本発明の偏光フィルム固定用着色
粘着テープは、ＶＯＣを低減させた水系粘着剤を使用しつつも、偏光フィルムへの好適な
接着性を有し、かつ、着色インキ層を有する支持体に対する好適なアンカリング性により
好適なリワーク性を有するものであった。一方、比較例の粘着テープは、ガラスへの密着
性やリワーク性に劣るものであった。
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